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NY マーケットレポート（2017 年 12 月 6 日） 
 

NY 市場では、序盤に発表された米 ADP 雇用統計が前回から低下したものの、市場予想と一致したことから、結果を受けた反応は限定

的となった。また、米国債利回りの低下や、欧米の株価が軟調な動きとなったことを受けて、ドル円・クロス円は上値の重い動きが続いた。

その後は、米雇用統計を控えていることや、暫定予算と債務上限の引き上げ期限を迎えることから、様子見ムードも強まり、終盤まで小

動きの展開が続いた。 

 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

21：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

米 MBA 住宅ローン申請指数（前週比） 4.7％（前回 -3.1%） 

 

 

出所：Bloomberg 

 

指標結果データ 

≪MBA 住宅ローン申請指数≫ 

          12/1・・11/24・・11/17・・11/10・・11/3・前年同期 

申請指数・・・・・ 4.7・・-3.1・・・ 0.1・・ 3.1・・ 0.0・・-1.4 

購入・・・・・・・ 2.4・・ 1.8・・・ 5.3・・ 0.4・・ 0.5・・  6.9 

借換え・・・・・・ 9.0・・-7.7・・・-4.8・・ 6.3・・-0.5・・-10.0 

固定金利・・・・・ 5.2・・-2.8・・・ 0.1・・ 3.3・・ 0.2・・ -1.1 

変動金利・・・・・-3.2・・-6.9・・・ 1.4・・ 0.1・・-2.7・・ -5.2 

 

固定金利 30 年・・・4.19・・4.20・・4.20・・4.18・・4.18 

固定金利 15 年・・・3.59・・3.57・・3.56・・3.54・・3.51 
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22：15 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

11 月米 ADP 雇用統計 19.0 万人（予想 19.0 万人・前回 23.5 万人） 

 

 

 

出所：Bloomberg 

 

指標結果データ 

≪ADP 雇用統計≫ 

            11 月・・10 月・・9月・・8月・・7月・・6月 

ADP 雇用者数（前月比）・・19.0・・23.5・・11.0・・22.8・・20.1・・19.2 

                              （万人） 

 

11 月の ADP 米民間雇用者数は、+19.0 万人となり、市場予想と一致した。大型ハリケーンの襲来でゆがみが見られたものの、労働市場

は健全さを維持していることが示唆された。建設業や製造業を含む財生産部門の雇用は+3.6 万人（前月+8.5 万人）、製造業は+4.0 万人

と 2002 年の統計開始以来の大幅な伸びを記録、サービス業は+15.5 万人（+15.0 万人）。業種別では、建設業が-0.4 万人、天然資源・

鉱業は変わらず、専門職・ビジネスサービス部門は+4.7 万人、教育・ヘルスサービスは+5.4 万人、情報サービスは-1.3 万人で 3 ヵ月

連続のマイナス。従業員が 500 人以上の大企業の雇用者は+4.1 万人と 4 月以降で最小の伸び、50-499 人の中堅企業では+9.9 万人、49

人以下の小企業では+5.0 万人となった。 
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22：30 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

3Q 米非農業部門労働生産性（前期比年率） 3.0％（予想 3.3%・前回 3.0%） 

 

 
出所：Bloomberg 

 

経済指標データ 

≪非農業部門労働生産性指数 ≫ 

              7-9 確報・7-9 速報・ 4-6・・ 1-3・・10-12 

非農業部門労働生産性指数・・・ 3.0・・ 3.0・・ 0.9・・ 0.1・・ 1.3 

生産・・・・・・・・・・・・・ 4.1・・ 3.8・・ 3.4・・ 1.8・・ 2.2 

労働総投入量・・・・・・・・・ 1.1・・ 0.8・・ 2.4・・ 1.6・・ 1.0 

時間あたり給与・・・・・・・・ 2.7・・ 3.5・・ 1.8・・ 4.9・・-4.5 

実質給与・・・・・・・・・・・ 0.7・・ 1.5・・ 2.1・・ 1.7・・-7.3 

単位あたり労働コスト・・・・・-0.2・・ 0.5・・ 0.3・・ 4.8・・-5.7 

単位あたり非労働コスト・・・・ 5.2・・ 4.3・・ 1.0・・-3.9・・13.9 

価格指数・・・・・・・・・・・ 2.1・・ 2.1・・ 0.6・・ 0.9・・ 2.3 

  （前期比、年率％） 

 

7-9 月期の米非農業部門の労働生産性の確定値は、年率換算で前期比+3.0％となり、速報値から変わらなかった。前年比では+1.5％だ

った。賃金の指標である単位労働コストは前期比-0.2％となり、速報値から下方修正された。前年同期比では-1.7％となった。労働生

産性では、前期比で生産が+4.1％、労働時間は+1.1％、時間当たりの労働報酬は名目ベースで前期比+2.7％、物価動向を考慮した実質

ベースでは前期比+0.7％だった。製造業の生産性は、前期比-4.4％、生産が-1.1％、労働時間は+3.5％となった。 

 

 

 

23：30 

プーチン氏、任期 6年の大統領選に出馬すると表明 
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0：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

カナダ政策金利発表 1.00％（予想 1.00%・前回 1.00%） 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場は、まちまちの結果となった。英 FT100 は、英ポンド安が好感され輸出関連株が買われ、小幅高となった。一方、独 DAX

は、アジア市場の株価が軒並み下落したことで投資家がリスク回避姿勢を強めたことが影響した。  

 

 

出所：Bloomberg 

 



 
                                           

6 

0：30 

≪EIA 米在庫統計≫ 

 

原油在庫・・・・561 万バレル減少 

ガソリン在庫・・678 万バレル増加 

留出油在庫・・・167 万バレル増加 

クッシングの原油在庫・・275 万バレル減少 

 

 

3：20 

≪ 要人発言 ≫ 

トランプ米大統領 

 

・「エルサレムをイスラエルの首都と認定する時だ」 

・「米大使館をエルサレムに移転するプロセスを開始へ」 

・「米国は双方が合意した 2国家共存を支持へ」 

 

 

 

≪ NY 金市場 ≫ 

NY 金は、中心限月が前日比 1.20 ドル高の 1オンス＝1266.10 ドルで取引を終了した。 

 

ＮＹ金は、中東情勢の緊迫化や、予算切れに伴う米政府機関閉鎖への懸念から投資家がリスク回避の姿勢を強め、比較的安全な資産と

される金を買う動きが優勢となった。   

 

 

出所：Bloomberg 
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≪ NY 原油市場 ≫ 

NY 原油は、中心限月が前日比 1.66 ドル安の 1バレル＝55.96 ドルで取引を終了した。 

 

NY 原油は、米石油統計で、ガソリン在庫が市場の予想を大幅に上回って増えたことからエネルギー需要の鈍化が懸念され、売りが優勢

となった。終値ベースでは、11 月中旬以来約 3週間ぶりの安値となった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

≪米株式市場≫ 

 

米株式市場は、米国の ADP 雇用統計が市場予想と一致したことや、米税制改革法案の行方、期限を迎え暫定予算を見極めたいとの思惑

を背景に、主要株価は序盤からレンジ内のもみ合いの動きが続いた。 

 

 
出所：Bloomberg 
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≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、米国債利回りの低下が続いたことからドル売り・円買いが先行した。また、欧米の株価が軟調な動きとなったことも

影響した。その後は、米雇用統計を控えていることや、暫定予算と債務上限の引き上げ期限を迎えることから、様子見ムードも強まり、

小動きの展開が続いた。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


